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はじめに 
公益社団法人島根県林業公社（以下「林業公社」という。）は森林資源の充実による公益
的機能の高度発揮、農山村地域の振興に寄与することを目的として、昭和４０年に設立され
て以来、土地所有者自らによる整備が困難な地域を集約して、分収方式による計画的な森林
造成事業を実施してきた。 
 現在まで県内民有林人工林の１１％を占める約２万１千 ha の森林造成を通じ、県内中山
間地域において累計約５５３万人日の雇用を創出し、水源かん養等、森林の公益的機能の評
価額は年間６７６億円にも及ぶ等、その設立目的を果たしてきた。 
 一方、林業公社の経営を大きく左右する国産材価格は木材輸入の自由化（昭和３９年～）
等により、昭和５５年をピークに下落を続け、林業公社をとりまく経営環境は引き続き厳し
く、最終的には大幅な収支不足が見込まれる状況にある。 

 このような状況の中、林業公社は、これまで４次にわたり長期経営計画を策定し、長伐期
非皆伐施業への転換などにより利息軽減を行うとともに、利用期を迎えた公社経営林に対
し平成２６年度から本格的に主伐を開始し、計画的に収穫事業を行うことで地域への木材
供給、雇用創出など公的セクターとしての役割を果たしつつ、経営改善を進めているところ
である。 
 木材価格は好転の兆しはあるものの未だ回復には至っていない状況にあり、豊富な森林
資源を循環利用し、森林の持つ公益的機能の高度発揮を図りつつ、人口減少が進展する中山
間地域に産業と雇用を生み出すことが求められており「将来の木材生産をどのように実施
し経営改善を図るべきか」、「公的セクターとしての役割をいかにして果たしていくのか」が
当林業公社の大きな課題である。 

 このため、林業公社では、通常の見直しのサイクルを１年前倒し、昨年度から次期計画策
定に向けての検討を行った。この度の検討スキームは、林業公社が主体的に経営計画の案を
作成することとし、県庁林業職員の協力を得て林業公社職員によるワーキングチームを設
置し検討を重ねてきた。 
 これにより林業公社では、「地域林業の発展と環境保全の両立」と「林業経営モデルの確
立」を主とする「第５次経営計画」（案）を作成し県に意見を求めることとした。 
 なお、計画期間については、林業公社事業が平成９５年度までの長期にわたることや、事
業実施における PDCA サイクルを確立するため、１０年間（平成３１～４０年度）に設定
し、そのうち経営計画前半期（平成３１～３５年度）を循環型林業確立に向けた持続可能な
林業経営を実践する重要な取り組み時期と位置付け、事業を実施しながら経営実証などを
先行的に取り組む事とする。 
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Ⅰ．次期計画を策定する必要性 
Ⅰ－１ 第４次経営計画事業の推進 

林業公社は、現在、主伐による経営改善を柱とする「第４次経営計画（平成２６～３
５年度）」に基づき長伐期非皆伐施業への転換などによる分収造林事業を実施しており、
経営計画前半期（平成２６～３０年度）を主伐開始の重要な取組時期と位置付けている。
主伐の実施にあたっては、長期育成循環施業として『更新伐（モザイク林誘導型）』を
主体とした有利な国庫補助事業を活用し収支改善を図ると共に安定的な木材生産・供
給による県内需要への対応に取り組んでいる。 

Ⅰ－２ 公社を取り巻く環境の変化 
 第４次経営計画策定以降、県内２カ所で木質バイオマス発電所が稼働を開始し、木材
需要が増加したことなどにより、林業労働者数は増加傾向にあるものの、主伐に対応し
た担い手は不足状態にある。 
また、有利な国庫補助事業である更新伐（モザイク林誘導伐）に係る補助単価が減額
となるなど、公社を取り巻く経営環境に変化が生じている。 

Ⅰ－３ 第４次経営計画の進捗状況 
 計画開始年度である平成２６年度から４年が経過したが、計画に基づき主伐や利用
間伐を実施することにより、合板用原木やバイオマス発電需要等に対する供給は、対計
画比５８％の実績であり、計画数量には達していないものの、一定程度貢献している状
況にある。 
また、合板等の需要に応じた保育施業を行うことによる低コスト化及び伐採跡地に
おける確実な更新、利息軽減のための不成績林処理に係る繰上償還や更新伐の実施に
必要な長伐期変更契約にも計画的に取り組んでいる。 
一方で、事業体における労働力不足や、小面積伐採作業の非効率性並びに公社におけ
る伐採作業システム設計等に係るノウハウの不足などから、主伐事業における伐採面
積及び材積や収益の実績は 5割に満たず、充分な進捗が得られていない状況にある。 

 Ⅰ－４ 今後の公社分収造林地の整備・管理の考え方 
 今後の公社分収造林地における整備・管理は、これまで行ってきた間伐等の森林整備
に加え、地域の森林をとりまとめ公社分収造林地を中核とした施業集約化を促進する
ことにより、まとまりを活かした「林業経営モデル」を確立し、その普及を推進する必
要がある。併せて主伐や伐採跡地更新を含めた循環型施業の着実な実施による公益的
機能の高度発揮も重要である。 

Ⅰ－５ 公社分収造林地の整備・管理主体 
 公益的機能発揮のための森林整備は、林業公社に限らず県や市町でも実施可能であ
るが、林業経営モデルを示す上においては、計画的かつ持続的な経営を通じノウハウを
蓄積することが実施主体に求められる。 
また、施業集約化においては、周辺土地情報の適正把握が実施主体に求められる。林
業公社は、これまでの保育管理を通じ造林地の情報に精通しており、主伐のノウハウに
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ついても徐々に蓄積されつつあり、さらにこれまで約 7,000 人の所有者情報を扱って
きた実績がある。これらを勘案すると林業公社が引き続き公社分収造林地の整備・管理
主体となることが最適である。 

Ⅰ－６ 経営計画の見直し 
 「第４次経営計画」における課題を解決し、経営改善を推進するため主伐事業におけ
る実施方法の見直しや戦略的路網整備、販売対策の強化などに加え、伐採と造林の一貫
作業や早生樹による森林造成など先進的技術の導入実証や今後の国における森林環境
税（仮称）と新たな森林管理システム創設の動きなどへの対応を経営計画に反映するた
め、この度、現計画を見直すこととした。 

Ⅱ．林業公社の今後の方針（これからの役割） 
林業公社は、これまで土地所有者個人では造林を行うことが困難な奥地などの条件
不利地域を主体に約２万 1千 ha の森林を造成した実績がある。今後も、林業振興と地
域経済の発展に資するため、これらの森林を循環的に利用し、持続可能な林業経営の実
践を通じ、以下のとおり、公的セクターとしての役割を果たしていく。 

Ⅱ－１ 地域林業の発展と環境保全の両立 
森林の持つ公益的機能の高度かつ持続的な発揮に向け、各地域の森林毎に木材生産
機能や水源かん養機能等の発揮すべき機能に応じた森林整備の目標を明らかにし、必
要な森林の管理・施業を着実に実行していく。 

Ⅱ－２ 林業経営モデルの確立 
各団地の立地条件に適合した、低コストで高効率かつ安全性の高い伐採作業システ
ムの実践による安定的な木材供給体制の確立に向けて、林業の担い手育成を含む、持続
可能な森林資源の循環サイクルの形成に向けた林業経営を推進する。 
特に積極的な森林経営を行う団地については、面的なまとまりを目指して森林情報
の共有化等により周辺の森林を含めた集約化を進め、スケールメリットを生かした森
林経営を実践することで、木材の安定供給を可能とする経営モデルを確立する。 

Ⅲ．基本計画 
 Ⅲ－１ 地域林業の発展と環境保全の両立に向けての取組み 

公社造林地約２万１千 haのうち、循環型林業の実践による積極的な森林経営を行う
対象となるのは２／３程度と見込んでおり、残りの経営林については、天然力を生かし
た最小限の管理・施業による経営を行い更新費用の軽減に資する針広混交林化や広葉
樹林化を目指す。なお、いずれの場合においても、森林の持つ木材生産機能だけでなく
公益的機能の高度かつ持続的な発揮のため、間伐等の森林整備のほか、主伐や伐採跡地
の更新（人工又は天然）を含めた適切な施業を行う。 

（１）長伐期施業の推進による新たな管理手法の確立 
主伐期を迎える造林地において、伐採時期を調整し水源のかん養、地球温暖化防止等
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森林の公益的機能にも配慮し、長伐期施業による森林管理・経営を実践する。 
①主伐と更新による長期育成循環施業（モザイク林誘導伐：以下更新伐と記す）

一定の林齢に達した人工林において、森林を健全な状態に維持するための密度管
理を適切に行い、公益的機能の維持増進を図りながら資源の循環利用を推進する。 

②間伐主体の木材生産による針広混交林化施業（人工林整理伐）
針葉樹人工林を強度に抜き伐りして収穫し、天然力による下層植生を促す等広葉

樹を低コストで導入すること等により、公益的機能の高度発揮が期待できる多様な
樹種から構成された針広混交林への誘導を推進する。 

（２）森林資源の新たな価値の創出 
環境保全に配慮した地球温暖化対策への貢献や持続的な森林管理・経営への県民の
意識向上と参加促進に取り組むと共に、木材価格の向上や新たな収益の確保に繋げる
ため適時・適切な森林経営の実践に基づき CO2 などの温室効果ガスの排出削減量や吸
収量を「クレジット」として国が認証する「J-クレジット制度」の活用を検討する。 

Ⅲ－２ 林業経営モデル確立に向けた取組み 
循環型林業の確立に向け実効性のある林業経営手法を構築するため、公社の林業経
営がモデルとなるよう以下に留意しつつ取り組みを進める。 
１）高度な情報技術の活用による情報基盤の構築 
２）川上から川下までの林業サプライチェーン・マネジメントの実践 
３）最新の高度な林業技術を活用するための人材育成 
また、各地で路網整備、高性能林業機械の活用による作業システム、低コスト造林等
地域に適合した個別テーマを設定・実行し、効果の検証を行う。 
（１）収穫事業の推進 

   ①更新伐の適切な実施 
主伐においては、環境負荷の小さい長期育成循環施業による更新伐を引き続き

推進することとし、これまでの実績を評価・分析することにより課題と経営収支を
明確化し、改善を図るとともに主伐に係るノウハウを更に蓄積していく。 

   ②木材生産の低コスト化 
１）戦略的路網整備の推進 
  第４次経営計画の検証により、収穫事業の受注増加や伐採コスト低減のため
に、大型車両が走行可能な林業専用道の事前整備が課題としてあげられた。
基盤整備を通じて林業生産性の向上を図り収穫事業を確実に実施していくた
めには、集積・集約化した施業団地への路網整備の戦略的展開が必要であり、高
効率作業システムを想定した地域一体的な路網整備計画を立案する。 
特に収穫した木材のすべてをカスケード利用・供給し、川下の消費者への安定
供給を目指すにあたっては、物流の合理化による木材輸送コストの縮減は重要
な課題である。このため、重要な生産基盤となる林業専用道を直営で集中的に開
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設する。公社造林地までのアクセス区間等については、林道等の県営事業や市町
事業との連携により整備計画を策定し実行する。 
また、開設経費が安く、効率的な伐採搬出を可能とする森林作業道等の路網整
備を事業体との連携により計画的に推進する。具体的には、公社造林地の傾斜度
や地形を考慮し、現場条件に適合した作業システムに必要となる林道、林業専用
道、森林作業道の路網密度の目安を当面以下の通りとする。 
《林道、林業専用道：３０ｍ/ha、森林作業道：１３０ｍ/ha》  
なお、路網の開設にあたっては、複数の事業地へのアクセスが可能となるよう、
適宜、支線開設が行えるポイントを設けるとともに、残土処理場や回転場等の配
置にあたっては、作業ヤードとしても活用できるよう留意する。 

    【取組スケジュール（前期）】                 （単位：km） 
区  分 H31 H32 H33 H34 H35 計 備  考 
林業専用
道 

4.0 4.0 5.0 5.0 5.0 23.0 H30 先行開設：
6.6 

森林作業
道 

24.7 27.0 27.0 28.5 28.5 135.7  

２）現場条件に適合した作業システムの確立 
路網と高性能林業機械を組み合わせた作業システムの活用や、急傾斜地に有
効な架線集材の活用など、現場条件に適した効率的でコストを削減できる伐採
搬出システムを導入する。特に更新伐など小面積皆伐に適した架線系作業シス
テムの確立に向け、実際の収穫事業において事業体の協力を得ながら、タワーヤ
ーダやスイングヤーダを使用した全木集材に適した索張り等について技術普及
に取り組む。 

   ③販売戦略による増収 
有利販売を実現するためには原木市場等と出荷に関する連携体制を構築し、原

木市場や製材所等による伐採予定地の立木評価をもとに、林業公社が収穫事業の
受注事業体に対して出荷先（原木市場、合板工場、製材所等）の情報提供を行う。
併せて大口需要者に対する供給量を増加させるため、原木市場等を介した取引の
量を拡大する。需要地から距離のある公社造林地については、中間土場等における
選別を行い、輸送ロット確保によるコスト縮減を図る。 

④森林情報高度利活用技術の導入 
収穫事業を行うための立木評価において、蓄積量や成林状況を正確に把握する

ことは販売戦略の実効性を確保するためには非常に重要である。今後は、収穫事業
量が増加していくため、現在行っている標準地調査を補完し省力かつ正確な調査
方法として期待される UAV などによるリモートセンシング技術や GIS・GPS を
活用した情報管理システムの導入を検討し、収穫事業における森林情報高度利活
用手法の確立を目指す。 
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また、森林資源の状況、路網など基本情報の GIS データベース化による情報共
有を図り小規模・分散的な供給を改善し、大ロットで安定的・効率的な供給が可能
となるよう地理空間情報や ICT 技術の活用により、関係者間における森林情報の
一層の共有・利用等を進める。 

   ⑤林業事業体・人材育成のための収穫事業フィールドの提供・育成 
原木生産における労働力不足は、林業公社の収穫事業のみならず島根県の林業

における大きな問題のひとつである。林業公社としては、積極的に収穫事業に取り
組む事業体に対し、体質強化や人材育成の場として収穫事業のフィールドを提供
すると共に、公社の直営班又は専属事業体の導入についても可能な現場から試行
し、担い手確保に貢献する。 

（２）主伐（更新伐）跡地の更新 
 ①早生樹の導入による主伐跡地の更新 

コウヨウザンやセンダンなどの早生樹は、初期成長が早く、萌芽更新が可能とさ
れていることから、収穫事業における跡地更新の植栽木として活用し、育林経費の
軽減や森林の持つ公益的機能の早期発揮を目指す。 
また、その施業体系技術の検証を中山間地域研究センター及び県林業普及部門

と連携して先導的に実施し、普及を図る。
 ②低コスト更新技術の実証 

更新伐においては、原則一貫施業を実施することとし、機械による地拵えや架線
による苗木運搬、植栽時期を柔軟に行えるコンテナ苗の活用を積極的に行う。 
また、人工林整理伐においては、天然更新による針広混交林化や広葉樹林化を図
ることにより、跡地更新経費の縮減を図る。なお、人工造林による更新にあたっ
ては、地域森林計画に基づき低密度植栽を基本とする。 
また、中山間地域研究センター等との連携により契約地内に試験区を設定し、一
貫作業や下刈りの隔年実施などによるコスト削減効果の検証を行う。 

（３）森林情報の共有による施業集約化の推進 
林業公社造林地での施業にあわせ森林所有者情報や境界の明確化を効率的に進め、

地域林業活動を促進し、森林施業の集約化により計画的な素材生産を推進する必要
がある。そのため、林業公社施業団地を核として公有林や隣接する民有林を組み合わ
せ、施業の連携を図る団地を「森林共同施業団地」として設定し、そのスケールメリ
ットを生かした効率的な施業が期待できるエリアの拡大を図る。 

  ①森林情報の共有 
 林地台帳や森林 GIS などを活用し、公社造林地とその周辺の森林に係る情報を
関係者と共有する。市町が整備する林地台帳の作成・運用においては、公社契約地
に係る情報も可能な限り提供し、より精度の高い森林情報の共有化を図る。 
共有された情報をもとに、周辺所有者へ集約化の働きかけを行い、効率的な収穫
事業の実施ができるよう活用する。当面は、市町有林や市町行造林等との集約化を
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実施し、契約地との一括発注などを目指す。 
なお、集約化の実施にあたっては、森林整備地域活動支援交付金を有効に活用す
る。 

  ②土地所有者情報の把握 
 分収造林契約においては、契約満了時まで所有者情報を把握し続ける必要があ
る。このため、全ての契約者に対し定期的に「公社だより」の送付やアンケート調
査を実施すること等により、公社に関する近況や契約者における相続に関する情
報など双方向の情報提供を行い、情報共有体制を整備するとともに、適時適切な所
有者情報の把握・更新が出来る体制を構築していく。 
また、林地を取得した際に所有者は市町に届出をすることとされているため、
相続等の情報も共有できる体制の構築に取り組む。 

Ⅲ－３ 経営改善に向けての取組み 
 （１）長伐期変更契約の推進  

主伐事業の基本となる更新伐を実施するためには、経営林の長伐期化を図る必
要があり、分収契約地について引き続き契約期間延長の取り組みを進める。平成 29
年度までに対象契約団地 1,876 団地の内、95％にあたる 1,789 団地の長伐期変更
契約を締結した。残りの 87件は、伐採希望等による長伐期変更不承諾や土地所有
者の所在不明等により意向未確認の状況にあり、今後も理解促進に努めるととも
に、契約変更できない団地については、伐採等の必要な手続きを進めていく。 

（２）不成績林等の処理 
松くい虫被害跡地や将来的な収益が見込めない不採算林は依然として存在して

おり、引き続き公庫資金繰上償還による利息軽減処理が必要である。今後も県の支
援を受けながら処理を行っていく。 

（３）分収割合の見直し  
分収契約においては、伐採跡地の更新にかかる費用負担についての規定はない

が、更新伐の伐採跡地を造林未済地としないため、必要に応じ公社がその費用を負
担している状況にある。今後は、更新費用への充当などに必要な分収割合の見直し
に向け、理解を得られる分収割合やそのための条件等について検討を行うことと
する。 

 （４）組織体制の検討 
公社設立から 50 年余が経過し、主伐可能な森林面積は、5 年後に公社経営林の

約３６％、10 年後には約６０％と大幅に増加する。引き続き確実な事業推進を行
っていくためには、事業量に応じた組織・人員体制の確保を図ることが必要不可欠
である。 

①人員確保 
これまで主要事業であった「保育事業」は、現場調整や事業執行を造林者である
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市町への委任により、林業公社の事務量の軽減を図ることができた。 
一方、「主伐事業」や「主伐跡地の更新事業」については、分収造林契約などに

基づき公社が直接事業を執行することとなるため、今にも増して定期的な現場確
認や事業体との協議・調整、土地所有者への説明など迅速かつきめ細やかな対応が
必要であり、その事業量は「保育事業」に比べ格段に増加することとなる。 
また、現在公社が経営する森林面積約 2万 1千 ha のうち、大田以西の県西部が

1万 1千 2百 ha 余と過半（54％）を占めている。今後、県西部での主伐事業の増
加に伴い、現場出張も増加し、現有職員だけでは業務が停滞する恐れがあるため、
県西部への職員配置を計画的に進めていく必要がある。 

②人材育成 
    経営改善の実効性を確保するためには、各職員の技能向上が不可欠であり、人を

育てる組織にしていく事が重要である。今後、積極的に公社木材を販売し収益を確
保していくため、効率的な生産・販売体制の構築や事業プランニング能力、コンサ
ルティング能力が必要であり、このため国や県等が主催する専門研修へ参加し、フ
ォレスター、林業普及指導員や森林施業プランナー等の資格を積極的に取得し職
員の資質向上に努める。さらに、近年は林業経営において、森林情報の可視化・共
有化や林業経営の効率化に ICT を活用する取り組みが進んでおり、今後、ICT の
活用により所有者情報の把握・管理や木材生産管理など様々な情報を効率的・効果
的に活用できる人材の育成を進めていく。 

    また、不在村者の増加や相続手続の未了に伴い正規の所有者への登記が進まな
い（相続未登記）ために、今後、適正な森林管理を行う上で支障をきたす恐れがあ
る。所有者情報を把握し相続未登記を解消するには、適正な個人情報の収集や取扱
いは勿論のこと、相続や登記に関する専門的知識が必要となることから、土地所有
者との契約に関する調整能力と法務的知識を有した職員の育成も推進する。 

 （５）積極的な情報開示による県民理解の醸成 
林業公社事業に対する県民理解の醸成に向けては、公社ホームページにおいて、

理事会、総会資料の報告・経営報告書・財務諸表等経営情報の公開を行っているほ
か、島根県統合型GIS を活用した分収林契約地の地図情報の提供を行っている。 
また、公社経営林を活用した活動として、集材技術及び路網研修会の開催や、県

内の幼稚園、保育園等に対する間伐木を活用したクリスマスツリーの配布などを
通じ、森林・林業・木材産業の振興や県民理解の促進に取り組んでいる。 
今後も、公社事業の成果や経営・管理の状況などを多様なメディア媒体を活用し、

より分かりやすく発信し、林業公社事業に対する県民理解の醸成に努める。    
さらに、経営改善を推進するため適時適切な土地所有者の意向把握に努め経営

改善に繋がる取り組みに対して理解を得るための条件等について検討を行うこと
とする。 
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 （６）「新たな森林管理システム」に対応した役割発揮 
平成 30 年 5 月「森林経営管理法」が制定され、所有者自ら経営管理を行うこと
ができない場合に、市町村が所有者から委託を受け、林業経営に適した森林は意欲
と能力のある林業経営者に再委託し、林業経営に適さない森林においては、市町村
が管理を行う制度（「新たな森林管理システム」）が平成 31 年度から開始される。 
また、当制度の創設も踏まえ、平成 31 年度に森林環境譲与税が、平成 36 年度

には森林環境税の創設が予定されている。市町村が主体となった森林整備を進め
るにあたっては、管理計画の作成、間伐や路網整備の発注業務等、新たに多大な業
務が発生することとなり、その体制づくりが不可欠である。 
このような状況の中、林業公社では、これまで造林者である市町村と一体となり

地域の公社造林地の整備・管理を実行してきたところであり、これらノウハウ等を
生かし、公的セクターである森林整備法人として「新たな森林管理システム」にお
ける役割を果たすべく以下の取り組み項目について検討を行う。 
①林業経営モデルの実践と提示
・木材生産の低コスト化 
・販売戦略による増収 
・主伐跡地の更新（早生樹、低コスト更新等）） 
②公社経営林周辺の私有林等と連携した集約・集積による団地設定の提案 
  ・団地内及びそれらを核とした地域一帯的な路網整備計画の立案 
・団地における林業経営の連携・共業（同時施業や共同販売等） 
・分収契約によらない森林経営方法の検討（周辺私有林等の管理受託） 

③林業労働力確保支援センターと連携した事業体・人材育成等 
・研修フィールドの提供 
・専門作業班の設置など 

Ⅳ．連携体制の確立 
現状の木材価格の推移では、最終収支を黒字化することは難しい。しかし、これま

で林業公社が果たしてきた公益的機能の持続的発揮や中山間地域への雇用創出によ
る地域貢献に加え、島根県の主要林業施策である「循環型林業」の担い手や県産材の
供給主体としての役割を担っていくため、引き続き公社の自助努力に加え、県、市町
との連携強化あるいは国からの支援を受けながら経営改善に取り組む必要がある。 

Ⅳ－１ 県・市町との連携強化 
これまでも、社員である県、市町と連携しながら経営改善に取り組んでいるところ

であるが、さらなる経営改善のため、連携体制の強化が必要不可欠である。 
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（１）県との連携 
 ①県貸付と無利子化 

本格的に主伐事業を開始し、木材販売収入を直接事業費や人件費へ充当し借入金
の抑制を行っているが、多額の公庫償還金や利息負担については引き続き県からの
無利子貸付が必要である。 

②不採算林等の処理に係る経費補助 
平成９年度から、松くい虫被害等により将来収益が見込めない契約地について、
利息軽減のため、県の補助を受け公庫への繰上償還を実施し、大きな効果を上げて
いる。第４次経営計画においては、大規模団地を中心に不成績林処理を集中的に行
ってきたが、小規模分散的に処理すべき被害地が残存する状況にある。規模は縮小
するものの、引き続き県からの補助を受けて公庫への繰上償還を行い将来負担す
る利息を軽減していく。 

③造林補助制度の活用 
第５次計画においても主伐事業の実施にあたっては、更新伐事業等有利な補助

事業を活用した経営改善が根幹であり、これにかかる造林補助金等の確保が必要
不可欠である。 

④職員派遣等の人的支援 
県職員の派遣による人的支援のほか、主伐事業実施にあたっては、県の「新たな

農林水産業・農山漁村活性化計画」との連携に加え、事業体との調整や指導等の協
力も得ていく必要がある。 

（２）市町との連携 
 ①造林者分収権の凍結 

林業公社の社員であるとともに造林者である市町に対する分収交付金について
は、平成 21年 6月 5 日に開催した第４４回総会において、公社事業の長期収支の
黒字化が見込まれるまで交付を凍結することに承認を得ているところである。本
計画においても長期収支の黒字化は見込まれないことから引き続き分収交付金の
凍結について理解を得る必要がある。 

 ②基盤整備における連携 
林業専用道の開設に必要な土地所有者及び施工地周辺の地域住民への事業説明

会等を開催するにあたっては、地元に精通している市町の協力を得ながら進めて
いく。 
また、林業専用道開設後、公社造林地までのアクセス区間の維持管理について

も、市町の協力を得ていく。
 ③土地所有者情報把握における連携 

分収契約地を核として周辺の民有林を包括した木材生産を行うことは、地域経
済に対する貢献も期待できることから、引き続き分収契約当事者である市町と連
携を強化し、林地台帳の所有者情報など共有化を進める。 



11 

 ④伐採収穫期を迎える森林の事務処理に対する連携
主伐事業においては、保育事業と異なり、林業公社が直接事業発注を行っている

が、森林所有者情報の把握や、主伐事業実施の際の所有者説明にかかる調整等につ
いては、市町の協力を得ながら連携して進める必要がある。 

Ⅳ－２ 国への支援要請 
林業公社の自助努力と県、市町による経営改善への支援によっても、なお発生す

る収支不足については、公社経営によって長期間にわたって発揮される国土保全
機能等の公益的機能や、公社設立時から国の支援・指導を受けてきたこれまでの経
緯を踏まえ、関係団体と連携し、国に対し支援を要請していく。 

（１）公庫資金制度 
・既往債務に対する負担軽減措置として、償還期間が長い低利資金の創設や利子負
担の軽減 
・「森林整備活性化資金（無利子）」貸付割合（現行：補助残３/５上限）の引き上
げ 

（２）国庫補助・交付金事業の拡充等 
・定額助成方式による補助・交付金事業の拡充強化（県の義務負担のない制度） 



V. 事業計画（平成31年度～平成40年度） 

V-1 事業計画  
（１）保育事業                             （単位：ha） 

施業名 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 合計 

初回間伐 250 143 142 142 142 142 0 0 0 0 961 

2 回目 
間伐 

切捨 315 422 423 423 423 423 300 300 300 300 3,629 

利用 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 3,000 

高齢級間伐 0 0 0 0 0 10 30 50 70 90 250 

保育事業合計 865 865 865 865 865 875 630 650 670 690 7,840 

※数量はあくまで見込であり、今後現地調査等で減少することがある。 
・年度ごとに対象となる林齢に達した事業地を優先的に実施する。 
・施業の遅れた事業地については、複数年に振り分けて実施する。 
・２回目の枝打、除伐について原則実施しない。 

（２）収穫事業                             （単位：ha） 
区分 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 合計 

主
伐 

更新伐 118 128 136 145 154 178 202 225 248 272 1,806 

整理伐 12 12 14 15 16 18 20 23 26 28 184 

皆 伐 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

収穫事業合計 130 140 150 160 170 196 222 248 274 300 1,990 

 ・収穫事業の面積は実施区域であり、更新伐はこの面積を３回に、整理伐はこの面積を 2
回に分けて実施する。 

（３）生産材積                           （単位：千m3） 

区分 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 合計 

利用間伐 7 8 8 9 9 10 10 12 13 15 101 

収穫事業 18 19 21 22 24 29 35 43 51 60 322 

生産材積合計 25 27 29 31 33 39 45 55 64 75 423 
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Ⅴ－２　収支計画　
（単位：千円）

Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 合計

148,699 162,973 174,412 185,850 197,289 227,029 256,769 286,509 316,249 345,989 2,301,768

25,000 27,000 27,000 28,500 28,500 36,750 44,250 57,750 71,250 84,750 430,750

173,699 189,973 201,412 214,350 225,789 263,779 301,019 344,259 387,499 430,739 2,732,518

収穫 87,925 126,266 132,611 139,866 146,944 160,455 175,835 191,603 210,563 230,341 1,602,409

保育 258,681 312,681 337,681 340,681 340,681 348,529 307,031 316,727 326,423 336,120 3,225,235

2,774 2,774 2,774 2,774 2,774 2,774 2,774 2,774 2,774 2,774 27,740

38,787 40,000 40,000 40,000 40,000 0 0 0 0 0 198,787

4,454 4,400 4,400 4,400 4,400 0 0 0 0 0 22,054

5,752 17,500 17,500 17,500 17,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 83,252

398,373 503,621 534,966 545,221 552,299 513,258 487,140 512,604 541,260 570,735 5,159,477

827,345 830,290 830,290 830,290 1,641,512 1,572,077 1,557,629 1,363,184 1,331,389 1,086,506 11,870,512

570,700 776,153 798,097 755,875 0 0 0 0 0 0 2,900,825

1,398,045 1,606,443 1,628,387 1,586,165 1,641,512 1,572,077 1,557,629 1,363,184 1,331,389 1,086,506 14,771,337

7,580 7,633 7,633 7,617 7,617 7,617 7,617 7,617 7,617 7,617 76,165

1,977,697 2,307,670 2,372,398 2,353,353 2,427,217 2,356,731 2,353,405 2,227,664 2,267,765 2,095,597 22,739,497

Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 合計

179,310 200,424 212,657 225,974 239,082 259,682 284,808 309,351 336,623 369,766 2,617,677

297,530 351,530 376,530 379,530 379,530 387,961 338,543 349,405 360,268 371,130 3,591,957

476,840 551,954 589,187 605,504 618,612 647,643 623,351 658,756 696,891 740,896 6,209,634

87,969 130,635 105,053 109,206 112,734 108,407 108,998 110,190 110,690 108,563 1,092,445

41,969 42,487 43,111 45,558 48,560 43,887 44,557 44,748 47,065 46,168 448,110

129,938 173,122 148,164 154,764 161,294 152,294 153,555 154,938 157,755 154,731 1,540,555

1,152,469 1,374,427 1,436,429 1,406,621 1,474,764 1,394,100 1,424,212 1,271,752 1,278,594 1,075,670 13,289,038

1,152,469 1,374,427 1,436,429 1,406,621 1,474,764 1,394,100 1,424,212 1,271,752 1,278,594 1,075,670 13,289,038

208,256 197,176 186,920 173,998 159,374 143,954 129,149 113,977 100,719 87,132 1,500,655

10,194 10,991 11,698 12,466 13,173 18,740 23,138 28,241 33,806 37,168 199,615

1,977,697 2,307,670 2,372,398 2,353,353 2,427,217 2,356,731 2,353,405 2,227,664 2,267,765 2,095,597 22,739,497

支払利息

支
出

計

管理費

計

償還金

合計

合計

分収交付金

人件費

収
入

項目

木材販売
主伐

利用間伐

計

補助金等

計

森林整備活性化

計

財産運用

合計

造林補助金

借入金
島根県

不成績林処理

長伐期補助金

分収契約適正化

管理費

日本政策金融公庫

日本政策金融公庫

森林整備事業

項目

森林整備
収穫事業

1
3



Ⅵ．長期収支見通し

第４次経営計画では、更新伐による主伐実施を開始することにより、林業公社の分収
事業が終了する平成９５年度まで継続して実施した場合、最終収支不足を１６０億円程
度まで圧縮することを計画していた。 
平成２９年度末までの計画達成状況としては、第４次経営計画で見込んでいなかった

更新費用を林業公社が負担していることや更新伐事業に対する造林補助金の減額、更新
伐事業による収益が計画どおり確保できていないことなどから、平成２９年度末時点の
試算で最終収支不足は２９０億円と見込まれる。 
本計画でも第４次経営計画同様に本格的な利用期を迎えた公社経営林において主伐を

推進することで、地域への木材供給、雇用創出など公的セクターとしての役割を果たし
つつ、収穫事業の推進、主伐（更新伐）跡地更新の低コスト化、不成績林処理の実施に
よる利息負担軽減等の経営改善策を平成９５年度まで継続して実施した場合、得られる
経済効果は現計画に比べ約２０億円改善され、最終収支不足は２７０億円程度になると
試算される。 

■経営改善  ………………………………………………   改善効果 ２０億円  
 実施内容  
  ○収穫事業の推進 …………………………………………………  効果１１．１億円  
  ・木材生産の低コスト化、販売対策による増収 
   ○主伐（更新伐）跡地更新の低コスト化 ………………………  効果  ６．３億円  
    ・早生樹導入による保育経費の圧縮、一貫作業による低コスト化 
  ○不成績林等の処理  ……………………………………………  効果  ２．６億円  
   ・不成績林等の契約解除（収入が見込めない経営林の整理） 

■長期収支   

なお、長期的な収支は木材価格に大きく左右されるが、これを予測することは困難であ
り、不確実性を伴うため、現在の木材価格(H24～28平均)が継続するものとして試算を実
施した。 
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